
 

○地方自治法施行令（抄）  

附則  

第 7 条  地 方 公 共 団 体 は、 当分 の間 、 公共 工事 の前 払 金保

証事 業 に関 する 法律 （ 昭和 27 年 法 律 第 184 号 ） 第 5 条

の 規 定 に基 づき 登録 を 受け た保 証事 業 会社 の保 証に 係 る

公共 工 事に 要す る経 費 につ いて は、当 該 経費 の 3 割（ 当 該

経費 の うち 総務 省令 で 定め るも のに つ き当 該割 合に よ る

こ と が 適 当 で な い と 認 め ら れ る 特 別 の 事 情 が あ る と き は 、

総務 省 令で 定め ると こ ろに より 、当該 割 合に 3 割 以 内 の 割

合を 加 え、又 は当 該割 合 から 1 割 以 内 の 割合 を減 じて 得 た

割合 ）を 超え な い範 囲 内に 限り 、前 金払 をす る こと が でき

る。  

2 東 日 本 大 震 災 （平 成 23年 3月 11日 に 発 生 し た 東 北地 方 太

平洋 沖 地震 及び これ に 伴う 原子 力発 電 所の 事故 によ る 災害

をい う。）に 際 し 災害 救 助法（昭 和 22年 法 律 第 118号 ）が 適

用 さ れ た市 町村 の区 域（ 東 京都 の区 域 を除 く。以下 こ の項 に

おい て 「被 災市 町村 の 区域 」と いう 。） にお い て 施行 す る公

共工 事（ 当 該公 共 工事 が 施行 され る区 域 が被 災市 町村 の 区域

とそ れ 以外 の区 域に ま たが るも のを 含 む。） に 要 する 経 費に

つい て の前 項の 規定 の 適用 につ いて は、同 項中「 当該 経 費の

3割 」 と あ るの は 、「 当該 経費 の 4割 」 と す る 。  


